
第２６号議案 

 

   加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ条例の一部を改正する条例制定の件 

 

 加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

  令和７年３月３日提出 

加東市長 岩 根  正  

 

加東市条例第  号 

 

加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ条例の一部を改正する条例 

 

 加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ条例（平成１８年加東市条例第１１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表により、次の各号に掲げるとおり改正する。 

(1) 改正前の欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに対応する改正後の欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改める。 

(2) 改正後の欄に掲げる規定の下線を付した部分で、改正前の欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

(3) 改正前の欄に掲げる規定の下線を付した部分で、改正後の欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削る。 

(4) 改正前の欄及び改正後の欄に対応して掲げるその標記部分に下線を付した規定（以下「対象規定」という。）で、その標記部分が

異なるものは、改正前の欄に掲げる対象規定を改正後の欄に掲げる対象規定として移動する。 

 改   正   前 改   正   後 

加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ条例 加東市福祉施設ラポートやしろ条例 



 （設置） 

第１条 老人及び心身障害者の福祉向上を図るため、加東市老人及

び心身障害者福祉施設ラポートやしろ（以下「施設」という。）

を設置する。 

 

 

（業務） 

第３条 施設は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の２の

２に規定する老人デイサービスセンター事業 

(2) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による通所

介護 

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が障害者及び高齢者等の

日常生活支援で必要と認めた業務 

（利用の許可） 

第７条 施設を利用できる者は、介護保険法第７条第３項及び第４

項、身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第４条、知

的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者

（１８歳以上である者に限る。）又は児童福祉法（昭和２２年法

律第１６４号）第４条第２項に該当する者とする。 

２ 前項に該当する者以外の者が施設を利用しようとするときは、

市長の許可を受けなければならない。 

〔新設〕 

（設置） 

第１条 障害者、高齢者及び児童（以下「障害者等」という。）が

日常生活又は社会生活を営むことができるよう支援を行うことに

より福祉向上を図るとともに、障害者等が安心して暮らすことの

できる地域社会の実現に寄与することを目的とし、加東市福祉施

設ラポートやしろ（以下「施設」という。）を設置する。 

（業務） 

第３条 施設は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 障害者等の日常生活支援に関すること。 

 

(2) 障害者等の各種相談に関すること。 

 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が第１条の目的を達成す

るために必要と認めた業務 

（使用の許可） 

第７条 施設を使用できる者は、第３条の業務を行う者とする。 

 

 

 

 

２ 前項に規定する者が施設を使用しようとするときは、市長の許

可を受けなければならない。 

３ 市長は、施設の管理上必要があると認めるときは、前項の許可



 

（利用料） 

第８条 施設を利用しようとする者は、規則で定める利用料を負担

しなければならない。 

（利用料の減免） 

第９条 市長は、特別の理由があると認めるときは、利用料を減額

し、又は免除することができる。 

（利用許可の取消し） 

第１０条 市長は、施設の管理上支障があると認めるときは、第７

条の許可を取り消すことができる。 

（原状回復の義務等） 

第１１条 施設を利用する者は、その責めに帰すべき理由により施

設又は設備を滅失し、又は損傷したときは、これを原状に回復

し、又はこれに要する費用を負担しなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第１２条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定により、次に掲げる業務を法人その他の団

体であって、市長が指定するもの（以下「指定管理者」とい

う。）に行わせることができる。 

(1)・(2) 〔略〕 

(3) 第８条に規定する利用料（指定管理者に行わせる業務に限

る。）の納入に関する業務 

(4) 〔略〕 

に条件を付すことができる。 

（使用料） 

第８条 施設の使用料は、無料とする。 

 

 

〔削る〕 

 

（使用許可の取消し） 

第９条 市長は、施設の管理上支障があると認めるときは、第７条

第２項の許可を取り消し、又は停止することができる。 

（原状回復の義務等） 

第１０条 施設を使用する者は、その責めに帰すべき理由により施

設又は設備を滅失し、又は損傷したときは、これを原状に回復

し、又はこれに要する費用を負担しなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第１１条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４

４条の２第３項の規定により、次に掲げる業務を法人その他の団

体であって、市長が指定するもの（以下「指定管理者」とい

う。）に行わせることができる。 

(1)・(2) 〔略〕 

〔削る〕 

 

(3) 〔略〕 



２ 市長は、地方自治法第２４４条の２第８項の規定により、第８

条に規定する利用料（指定管理者に行わせる業務に限る。）を指

定管理者の収入として収受させるものとする。 

 （委任） 

第１３条 〔略〕 

２ 前項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合にあって

は、第５条から第７条まで及び第９条の規定中「市長」とあるの

は「指定管理者」として、これらの規定を適用する。 

 （委任） 

第１２条 〔略〕 

備考 表中の〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 



 

 

加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ条例の一部改正（要旨） 
 

１ 改正理由 

加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ（以下「施設」という。）は、旧社

町が民間に先駆けて高齢者の福祉サービスの向上を図るため、主要業務として高齢者の通

所介護事業を実施する施設として設置したが、市及び近隣市町の現状において、民間事業

所による通所介護を含めた複合的な高齢者の介護サービスを提供できる体制が整ったこと

から、市が当該事業を行う役割が終了したとして、施設における通所介護事業を廃止する。

また、設置目的である福祉の向上を図るため、時代や地域のニーズに柔軟に対応した障害

者、高齢者及び児童（以下「障害者等」という。）の日常生活支援を行う福祉施設として、

施設で実施することができる業務を拡充するものである。 

 

２ 改正内容 

(1) 施設を設置する目的に、障害者等の日常生活又は社会生活の支援を加えること。（第

１条関係） 

 (2) 施設で行う業務を広義の内容に改め、施設の名称を設置目的及び業務内容に即した名

称に改めること。（題名及び第３条関係） 

 (3) 施設を使用できる者の規定を改めること。（第７条～第１１条関係） 

 (4) 所要の文言整理を行うこと。（第７条、第９条及び第１１条関係） 

 

３ 施行期日  令和７年４月１日 

第２６号議案 要旨 



加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ規則の一部を改正する規則（案） 

 

 加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ規則（平成１８年加東市規則第７６号）の一部を次のように改正する。 

 

 次の表により、次の各号に掲げるとおり改正する。 

(1) 改正前の欄に掲げる規定の下線を付した部分をこれに対応する改正後の欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改める。 

(2) 改正後の欄に掲げる規定の下線を付した部分で、改正前の欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを加える。 

(3) 改正前の欄に掲げる規定の下線を付した部分で、改正後の欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削る。 

(4) 改正前の欄及び改正後の欄に対応して掲げるその標記部分に下線を付した規定（以下「対象規定」という。）で、その標記部分が

異なるものは、改正前の欄に掲げる対象規定を改正後の欄に掲げる対象規定として移動する。 

(5) 改正前の欄に掲げるその標記部分に二重下線を付した規定で、改正後の欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削

る。 

 改   正   前 改   正   後 

加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポートやしろ規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、加東市老人及び心身障害者福祉施設ラポート

やしろ条例（平成１８年加東市条例第１１７号。以下「条例」と

いう。）第１３条の規定により、加東市老人及び心身障害者福祉

施設ラポートやしろ（以下「施設」という。）の管理に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（利用許可の申請） 

第４条 条例第７条第２項の許可を受けようとする者は、利用し

ようとする内容により、市長に申請しなければならない。ただ

加東市福祉施設ラポートやしろ規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、加東市福祉施設ラポートやしろ条例（平成１

８年加東市条例第１１７号。以下「条例」という。）第１２条の

規定により、加東市福祉施設ラポートやしろ（以下「施設」とい

う。）の管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（使用許可の申請） 

第４条 条例第７条第２項の許可を受けようとする者（以下「申請

者」という。）は、市長に申請しなければならない。 

第２６号議案 説明資料 



し、地域包括支援センター事業を利用する場合にあっては、職

員にその旨を申し出ることをもって足りる。 

（利用許可の基準） 

第５条 市長は、申請者が次のいずれかに該当すると認められると

きは、当該利用を許可しないものとする。 

 (1)～(4) 〔略〕 

（決定及び通知） 

第６条 市長は、第４条の申請書を受理したときは、速やかに実態

を調査し、利用の可否を決定し、申請者に通知するものとする。 

 

（利用料） 

第７条 条例第８条の利用料は、次のとおりとする。ただし、介護

予防・日常生活支援総合事業に要する利用料は、別に定める。 

(1) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第４項第

１号に規定する厚生労働大臣が定める額から、同号及び同法第

４２条第３項に規定する額（介護保険法第４９条の２に規定す

る場合にあっては、同条の規定により読み替えて適用される同

法第４１条第４項第１号及び第４２条第３項に規定する額）を

控除して得た額 

(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第３項第２号に掲

げる額 

２ 前項に定めるもののほか、必要な利用料については、別表に定

 

 

（使用許可の基準） 

第５条 市長は、申請者が次のいずれかに該当すると認められると

きは、当該使用を許可しないものとする。 

(1)～(4) 〔略〕 

（決定及び通知） 

第６条 市長は、第４条の規定による申請があったときは、速やか

に実態を調査し、使用の可否を決定し、申請者に通知するものと

する。 

 

〔削る〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



める。 

３ 利用料は、利用月ごとに納付しなければならない。ただし、利

用者の都合により利用の都度納付することができる。 

（特別の理由） 

第８条 条例第９条の特別な理由は、次のとおりとする。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定の適用を

受けている者 

(2) 当該年度市民税非課税世帯の者 

（滅失及び損傷の届） 

第９条 施設を利用中に施設又は設備を滅失し、又は損傷したとき

は、直ちに市長に届けなければならない。 

 

〔新設〕 

 

 

（その他） 

第１０条 〔略〕 

別表（第７条関係） 

種類 金額 

食材料費（おやつを含む。） ６１０円

施設使用料 ５００円

入浴料 一般浴 ２００円

一般介助浴 ４００円

 

 

 

 

〔削る〕 

 

 

 

（滅失及び損傷の届） 

第７条 施設を使用中に施設又は設備を滅失し、又は損傷したとき

は、直ちに市長に届けなければならない。 

 （指定管理者に管理させる場合の取扱い） 

第８条 指定管理者に条例第１１条第１項の規定による業務を行わ

せる場合にあっては、本則中「市長」とあるのは「指定管理者」

と読み替えるものとする。 

（その他） 

第９条 〔略〕 

〔削る〕 



特殊浴 ７１０円

おむつ 実費 

  

備考 表中の〔 〕の記載は注記である。 

   附 則 

この規則は、令和７年４月１日から施行する。 


